
公共政策研究科

公共政策学専攻
募 集 人 員 ： 　修士課程 25 名／博士後期課程 10 名
開 講 形 態 ： 　夜間開講
キ ャ ン パ ス：　 市ケ谷
長期履修制度： 　有（ 修士・博士後期課程 ）
勤務先の特徴：	 地方自治体・中央政府、国際協力機関・国際 NGO、
	 公益法人・NPO、民間企業、市民団体など

公共政策分野における
高度専門職業人・研究者的実務家を育成

Graduate School of Public Policy and Social Governance
Major in Public Policy and Social Governance

「ガバメントからガバナンスへ」「新しい公共」などの言葉で語られるように、今日では、公共的課題の担い手の多様化、政府部門に限
定されない社会的な課題解決の営みを総合的な観点から研究する必要性が高まっている。公共政策学専攻では、従来の学問的枠組みで
は解決が難しい社会的課題を含めた公共政策領域の諸問題に対応するため、マネジメント、ガバナンスという語をキーワードとして、以
下に示す人材を育成する。

【修士課程】
・社会人を対象とする高度専門職業人として、公共政策に関する高度の調査分析能力、高度な政策立案能力のある人材
・社会の公共課題の解決を追求する分野において、公共政策の研究、教育を担うことのできる人材
【博士後期課程】
・高度専門職業人としての知見や経験の裏づけに基づいて、実践科学としての公共政策学の領域に関して高度な研究能力を備えた人材

アドミッション・ポリシー
（ 学生受け入れ方針 ）

現代社会の抱える諸課題に対して適切な解決手段を構想し
実行できる政策能力を持つ高度専門職業人を育成することに
関連し、下記の受け入れ方針を採っている。

【修士課程】一般学生も含め主として次のような社会人に広く
門戸を開く。　（１）公共政策分野に関わる複雑な諸課題に対
して政策を模索する意欲を強く持っていること　（２）統合的、
学際的な視点を重視しながら政策研究を行う意欲を強く持っ
ていること　（３）課題解決のための政策立案能力を獲得し、
それを実務に生かす意欲を強く持っていること

【博士後期課程】修士課程に加え、一般学生も含め主として下
記の社会人に広く門戸を開く。　（１）公共政策分野における
様々な課題に対して、具体的で適切な解決手段を構想し実行で
きるより高度な研究能力と政策立案能力を獲得する強い意欲
を持っていること　（２）新しい時代の要請に応えるより高度
な専門性を修得し、社会の現場にフィードバックできる実務能
力を獲得しようとする強い意欲を持っていること

専任教員と主な担当科目　（2017年度）※年度により授業を持たない場合があります。

カリキュラム・ポリシー
（ 教育課程の編成・実施方針 ）

【修士課程】２年間の学習・研究の期間を標準として、下記４
種類の科目群を配置している。　（１）共通科目（理論・研究基
礎） 大学院における研究の出発点としての学習が始まりであ
る理論や研究に関する基礎科目として、各コースごとに基礎
科目を配置している　（２）共通科目（方法論・分析技法） 専
門的手法を獲得するため、研究の方法論や分析に関連する法
的な観点からの基礎的科目、社会調査に関する科目、政策評
価・分析の科目、行政運営手法に関する科目、主として留学生
向けの科目、修士論文作成のための実践的な科目を配置して
いる　（３）専門科目 修士論文を執筆するための専門分野に
おける学習を進めるため、各コースの専門的科目を配置して
いる　（４）研究指導科目 具体的かつ個別の論文指導によっ
て、修士論文を完成させるため、１年次に履修する論文研究
指導１と２年次に履修する論文研究指導２を配置する

【博士後期課程】博士論文を完成させるための能力を修得する
ために指導教員から直接研究指導を受ける「公共政策特殊研
究」と複数の教員および学生が参加する集団的な場において研
究指導を受ける「公共政策ワークショップ」を配置している。

ディプロマ・ポリシー
（ 学位授与の方針 ）

【修士課程】所定の単位の修得により、以下に示す水準に達し
た学生に対して、修士（公共政策学）を授与する。　（１）高度な
専門知識と領域を横断する柔軟性をもち、自らの専門分野を俯
瞰的に捉え公共政策に関する諸課題を研究することができる　

（２）複雑多様化する諸問題の解決方法等を構想する論理的思考
ができる　（３）自ら課題を発見・設定し，その解決策を模索す
るなどの創造的思考ができる　（４）戦略的な視野を持ちつつ高
度な専門知識に裏打ちされた合理的意思決定ができる

【博士後期課程】修士課程の内容に加えて、所定単位を修得し、
研究科の定めた博士論文受理基準を満たしたうえで、研究論文
を提出し、以下に示す水準に達した学生に対して、博士（公共政
策学）を授与する。　（１）公共政策分野における課題を高度な手
法によって分析・検証し、具体的な研究計画を立案し遂行するこ
とができる　（２）幅広く深い学問的専門知識を具体的な問題に
結び付け、課題解決へ向けてより具体的で適切な政策を立案す
るなど、より高度で積極的な提言ができる　（３）行政部門、市
民組織などの各分野において、研究内容を実際の現場にフィー
ドバックできるより高度な実務能力をもつ

研究室紹介

私自身は、コミュニティ政策を、公共哲学的な原理的観点を交え、国際比較的観点を持ちながら、実証的なフィー
ルドワークの手法で研究しています。日本で「コミュニティ」と言われているものは、諸外国ならば地方自治体とさ
れたりあるいは都市内分権制度の一地区とされたりしているものですが、日本ではこうした制度的整備が十分でな
く、自治会町内会のような民間地域組織が運営してきました。そこにテーマ型の市民活動やNPOも加わり、多彩で
興味深い様相を呈しています。

院生たちの研究テーマは、私の研究傾向を様々に受け止めた多様なもので、私も大いに知的刺激を受けています。

不況と財政危機の中で政策的注目を集める「 コミュニティ」の実相と展望を究明

ありふれて見えるものの原理的解明こそ
もっとも知的刺激に満ち実践的にもっとも重要

名和田 是彦 教授
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全国の自治体の地域づくりに公共政策学を活かしたい。
アカデミックなアプローチが世界を広げてくれた

修士課程 在学中

徳田 太郎

政策形成過程における市民参加と熟議民主主義研究テーマ

ファシリテーターとして、全国の自治体で地域づくりのための話

し合い（ワークショップなど）のお手伝いをしています。そのような

中で、「よりよい市民参加のあり方とはどのようなものか」を理論的

側面からも探究したいと思うようになりました。本研究科は「研究者

的実務家の育成」とのコンセプトを掲げていることから、専門職大学

院とは異なり、よりアカデミックなアプローチが可能であると考え、

志望しました。

「挑戦の機会が開かれている」ことに感謝しています。修士１年にも関

わらず、日中韓国際会議で報告の機会をいただきました。その体験をきっ

かけに、英語でのコミュニケーションの重要性を意識するようになり、今

さらながら語学に打ち込んでいます。そこから研究テーマにおいてアイ

ルランドに最先端の事例があることを知り、世界が大きく開けました。今

後は、査読付き論文や学会での発表、さらにはアイルランド留学にも挑戦

したいと、一年前には想像もしなかったほど夢が広がっています。

進 学のきっかけ 将 来の目標

STUDENT'S VOICE

公共マネジメントコース

市民社会ガバナンスコース

［修士課程］

【2専攻共通科目】
●理論・研究基礎
政治理論（2）
行政学基礎（2）
比較行政研究（2）
公共哲学基礎（2）
政治制度研究（2）
政策学基礎（2）
現代政治分析研究（2）
公共政策とジャーナリズム（2）
公共政策の社会理論（2）
財政学基礎（2）
経済学基礎（2）
公共経済論（2）
環境哲学・倫理学（2）
環境法基礎（2）
地球環境学基礎（2）
国際政治学基礎（2）
国際協力論（2）
サステイナビリティ研究入門A/B（各2）

●方法論・分析技法
政策法務論（2）
立法学研究（2）
行政評価論（2）
社会調査法1〜8（各2）

政策分析評価技法（2）
市民参加の理論と実践（2）
数理モデル概論（2）
地域コンサルティング論（2）
ファシリテーション演習（2）
政策研究概論（外国語）（2）
公共政策論文技法1/2（各2）

【専門科目】
政策学研究（2）
自治制度研究（2）
自治体研究（2）
自治体議会論（2）
公務員制度研究（2）
公共事業概論（2）
公共事業事例研究（2）
都市政策概論（2）
都市政策事例研究（2）
政策過程研究（2）
自治体福祉政策論（2）
行政法事例研究（2）
コミュニティ制度論（2）
日本政治史研究（2）
地方自治論（2）
自治体経営論（2）
比較公務員制度研究（2）
比較自治行政研究（2）
防災危機管理研究（2）

雇用労働政策研究（2）
政策過程事例研究（2）
政策開発実践論（2）
日本の政策決定過程（2）
地域協働マネジメント（2）
自治体政策実践論1〜３（各2）
ガバナンス研究（2）
リージョナリズムと非政府組織（2）
企業論（2）
金融システム論（2）
市民社会ガバナンス論（2）
市民社会ガバナンスと政治（2）
NPO論（2）
非営利セクター研究（2）
市民社会論（2）
市民社会とコミュニティ（2）
都市ガバナンス論（2）
まちづくり研究（2）
文化政策研究（2）
シンクタンク論（2）
環境・開発制度研究（2）
環境自治体政策研究（2）
環境共存事例研究（2）
廃棄物政策研究（2）
環境問題事例研究（2）
公共空間形成論（2）
ジェンダー政治研究（2）
公共哲学研究（2）

イノベーション政策論（2）
CSR論（2）
外交政策論（2）
国際環境政策の社会学（2）
地球環境生態学（2）

【研究指導科目】
論文研究指導1A・B/2A・B（各2）

［博士後期課程］

公共政策学特殊研究1A/B〜3A/B（各2）
公共政策ワークショップ（公共）1A/B〜3A/B（各1）
公共政策ワークショップ（市民社会）1A/B〜3A/B（各1）

設置科目　（2017年度）※開講科目は年度により異なります。（ ）内は単位数

杉崎 和久 教授
都市計画、まちづくり、市民参加
地域まちづくり、まちづくり支援システム、社会的合意
形成に向けたプロセスデザイン、まちづくりの現代史
都市政策概論、都市政策事例研究、論文研究指導1A・
B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

廣瀬 克哉 教授
行政学、公共政策学
自治体における政治・行政関係
論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

名和田 是彦 教授
公共哲学、コミュニティ論、法社会学
コミュニティ政策論、日本とドイツの都市内分権制度、「市民社会」
の概念史、コミュニティ・ビジネスとコミュニティ・カフェなど
公共哲学基礎、コミュニティ制度論、論文研究指導
1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

渕元 初姫 教授
比較政治学、コミュニティ政策、福祉政策
ポスト福祉国家時代の市民社会論、地域社会における社会
的包摂、英国・スコットランドの地方自治・自治体内分離
政策学基礎、公共政策論文技法１、政策学研究、公共哲学研究、
市民社会とコミュニティ、論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

武藤 博己 教授
行政学、地方自治、政策研究
現代社会と行政、公共サービスの管理、分権社会と市
民自治、入札改革
行政学基礎、政策過程研究、地方自治論、論文研究指導
1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

池田 寛二 教授
環境社会学、国際環境政策学、環境・エネルギー政策の
国際比較
気候変動政策、エネルギー政策、森林・林業政策の国際比較
※今年度は、特定の科目を担当しません

研究テーマ： 

専 攻 ： 

担当科目： 

白鳥 浩 教授
政治学、国際政治学
1.日本の現代政治、2.グローバリズムと国民国家の変容、3.地
方政治研究、4.政党に関する理論、5.現代政治のデモクラシー
現代政治分析研究、公共政策とジャーナリズム、公共政
策論文技法2、論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

関口 浩 教授
財政学、地方財政論、租税論、教育・福祉政策
財政学研究指導（地方分権時代における税財政システ
ムおよび教育・福祉政策の研究）
財政学基礎、論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

長谷部 俊治 教授
行政法、都市法、国土・都市・地域政策、環境と開発
持続可能な都市システム、土地制度・水制度
環境・開発制度研究、まちづくり研究、論文研究指導
1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

中筋 直哉 教授
地域社会学、都市社会学、社会調査法
地域社会構造、近代都市空間と集合行動、コミュニティ
の心情と論理
社 会 調 査 法2、社 会 調 査 法6、論 文 研 究 指 導1A・
B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

田口 博雄 教授
経済政策、金融・国際金融、スイス地域政策
1.自国通貨高期における金融政策と世論の相互作用、
2.スイスにおける中山間地振興策
金融システム論、論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

間島 正秀 教授
行政学、地方自治論、政策過程論
自治行政・自治政策研究、分権改革と政府間関係、近隣
自治論
自治体経営論、論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

糸久 正人 准教授
イノベーションマネジメント
国際標準をめぐる多様なビジネス・エコシステムに関
する研究
イノベーション政策論、論文研究指導1A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

加藤 寛之 准教授
産業論、地域産業論
造船産業の産業集積、ハードディスク産業の産業集積、
アパレル産業の分業と産業集積
企業論、論文研究指導１A・B/2A・B

研究テーマ： 
専 攻 ： 

担当科目： 

060 HOSEI Graduate Schools 2018 061


